
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

1203010100000001 事務事業名 健康診査事業【後期高齢特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

### 政策名 5 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 新鍋　一昭

### 施策名 1 医療体制の充実 グループ
### 基本事業名 3 保険制度の適切な運営 内線番号 1881

会計 後期高齢者医療特別会計 ☐ 単年度のみ

款 03 保健事業費 ■ H 20 年度～）

項 01 健康保持増進事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 健康診査費 根拠法令・条例等 高齢者の医療の確保に関する法律、県後期高齢者医療広域連合条例

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

当初受診券の発行件数（被保険者のうち、入院患者等を除く） 件 15,411 15,500 15,591 15,700 15,800

受診者数（後期高齢者医療事業報告書より） 人 3,695 3,856 4,199 4,600 4,900

後期高齢者医療被保険者 人 16,647 16,769 16,769 17,000 17,200

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

後期高齢者医療被保険者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

健診を受診してもらう

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安心して必要な医療が受けられる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 35,224 38,176 39,588 44,647 0

千円 0 0 0 0 47,364

千円 35,224 38,176 39,588 44,647 47,364

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 35,224 38,176 39,588 44,647 47,364

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

後期高齢者医療G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　後期高齢者医療被保険者（生活習慣病で治療中の者を除く。）を対象に、生活習慣病の早期発見と早期治療を推進するために健康診査（長寿健診）を行う。具体的に
は次の手順で実施する。
・姶良地区医師会と健診の委託契約を結ぶ。
・受診券を4月中旬頃対象者に送付する。
・対象者が委託契約医療機関の中から受診医療機関を選択、予約を行い受診する。
・受診結果をもとに健康指導、介護予防へとつなげる。

実施期間：5月～8月、脱漏者実施期間：11月～12月　　受診料　無料

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成２０年4月から後期高齢者医療制度が始
まり、高齢者の健診事業は鹿児島県後期高齢
者医療広域連合と市町村が連携して行っている
。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　被保険者のうち、長期入院、人間ドック受診予定者及び施設入所者以
外を対象として長寿健診受診券を郵送し、５月～８月に市内６２箇所の委
託医療機関で実施した。また、脱漏者には１１月～１２月に追加健診を行
った。

受診券発送数：１５，５９１通
受診者数：４，１９９人　

　健診方法を市内６２箇所の委託医療機関での個別健診とし、かかりつ
けの病院で受診できることとしている。前年度と比較して２．８ポイント増加
した。高齢者の生活習慣病の早期発見、早期治療による重症化予防に
繋がった。
　
平成２３年度受診率：１８．９％　
平成２４年度受診率：２０．０％
平成２５年度受診率：２１．４％
平成２６年度受診率：２２．２％
平成２７年度受診率：２５．０％



1203010100000001 健康診査事業【後期高齢特会】
生活環境部

保険年金課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事業はこれまで効果的、効率的に実施していることから新たに取り組むべき課題はありません。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

本事業に要する経費は、健診費用のほか受診券の用紙代や郵送
料など必要最小限で構成されており削減の余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　本事業に携わる人員は必要最小限に留めておりグループ制を
活用するなどして事業に取り組んでいるため、これ以上の削減や
効率化を図ることはできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

年度初めに被保険者に受診券を送付し、かかりつけの医療機関で個別に健診を受診してもらう。医療機関からの受診データをも
とに受診結果を送付し健康指導、介護予防へとつなげる。

【主な経費】
需用費（消耗品費）、役務費（通信運搬費・印刷製本費）、委託料

（１）事務事業の改革
改善方向性



1203010100000001 健康診査事業【後期高齢特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 165 165 165

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 100 522 522

100 100 100

0 0

0 0

0 422 422

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1,118 1,960 1,985

1,118 1,960 1,985

0 0

0 0

0 0

13 38,205 42,000 44,692

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

39,588 44,647 47,364

0 0

0 0

0 0

39,588 44,647

0 0 47,364

計 39,588 44,647 47,364

当初予算 38,176 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入 22,668

0 その他 事務費繰入金 16,920

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 2,206 0

予算合計 40,382 0

0

0

0

0

合　計 39,588

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

1203010100000002 事務事業名 訪問指導事業【後期高齢特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

### 政策名 5 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 新鍋　一昭

### 施策名 1 医療体制の充実 グループ
### 基本事業名 3 保険制度の適切な運営 内線番号 1881

会計 後期高齢者医療特別会計 ☐ 単年度のみ

款 03 保健事業費 ■

項 01 健康保持増進事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 健康診査費 根拠法令・条例等 鹿児島県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

訪問指導件数 人 48 50 50 50 50

訪問指導回数 回 91 100 95 100 100

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

被保険者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

適正な医療受診につなげる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安心して必要な医療が受けられる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

特になし 千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 609 644 621 649 0

千円 0 0 0 0 649

千円 609 644 621 649 649

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 609 644 621 649 649

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

後期高齢者医療G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　後期高齢者医療保険の被保険者のうち重複・頻回受診者を対象に訪問指導を行い、適正な受診や疾病の重症化予防のための日常生活習慣改
善への支援、療養方法等の保健指導を行うことにより、健康の保持増進、疾病の早期回復をはかり、ひいては医療費の適正化をめざす。
　具体的には、鹿児島県後期高齢者医療広域連合において、レセプト枚数や１か月当たりの受診回数により抽出された被保険者から、さらに市町
村において過去の重複・頻回受診者訪問指導の経過や健康診査結果の情報等を基に対象者を絞り込む。
　対象者には看護師が電話で訪問日時を伝え約束の日に訪問しライフステージや健康レベルに合わせた保健指導等を行う。１度目の訪問後一定
期間経過した後、再度訪問する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　１ヶ月あたりのレセプトの数や受診歴から重複・頻回受診と判断された
被保険者を対象に看護師が訪問し、本人の困りごとなどを傾聴すること
により、行政サービスの紹介など必要な支援を行った。また、薬の飲み方
や受診の仕方など本人の症状に合わせた指導を行った。

訪問時期：５月～１１月
訪問人数：５０人
訪問回数：９５回

　訪問することで、対象者の生活実態を把握し、ライフステージや健康レ
ベルに合わせた保健指導を行うと同時に、重複した検査や服薬が体に与
える影響などをわかりやすく伝え、医療機関の適正な受診について指導
したことで日常生活習慣の改善や適正受診に対する意識付けに繋がっ
た。



1203010100000002 訪問指導事業【後期高齢特会】
生活環境部

保険年金課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事業はこれまで効果的、効率的に実施していることから新たに取り組むべき課題はありません。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事務費は全て広域連合からの補助金で負担され、広域連合の
適正な審査を経て交付されるものであるため、基本的に市の負担
はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　本事業に携わる人員は必要最小限に留めておりこれ以上の削
減や効率化を図ることはできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

　後期高齢者医療保険の被保険者のうち重複・頻回受診者を対象に家庭訪問を行い、日常生活習慣改善への支援、療養方法
等の保健指導を行うことにより、健康の保持増進、疾病の早期回復をはかり、ひいては医療費の適正化に繋げる。

【主な経費】
賃金、需用費（消耗品・燃料費）

（１）事務事業の改革
改善方向性



1203010100000002 訪問指導事業【後期高齢特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 59 71 71

5 0 0

7 413 414 414

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 142 147 147

100 104 104

42 43 43

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 7 17 17

7 17 17

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

621 649 649

0 0

0 0

0 0

621 649

0 0 649

計 621 649 649

当初予算 644 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 重複・頻回受診者等訪問指導事業収入 621

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 644 0

0

0

0

0

合　計 621

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0208010100000003 事務事業名 特定健康診査事業【国保特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

### 政策名 5 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 新鍋　一昭

### 施策名 1 医療体制の充実 グループ
### 基本事業名 3 保険制度の適切な運営 内線番号 1872

会計 国民健康保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 08 保健事業費 ■ H 20 年度～）

項 01 保健事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 保健衛生普及費 根拠法令・条例等 高齢者の医療の確保に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市国民健康保険特定健診等実施計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

受診券の発行件数 件 21,436 22,034 未確定 24,432 24,432

受診者数 人 9,652 9,947 未確定 14,052 14,052

人 19,863 20,877 未確定 24,432 24,432

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

国民健康保険加入者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

健診を受診してもらう

疾病の重症化を防ぐ

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 22,627 24,754 22,131 22,468 22,468

千円 22,627 24,754 22,131 22,468 22,468

千円 0 0 0 0 0

千円 48,931 59,914 48,731 84,965 84,965

千円 0 0 0 0 0

千円 94,185 109,422 92,993 129,901 129,901

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 94,185 109,422 92,993 129,901 129,901

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

国民健康保険G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　霧島市国民健康保険加入者の４０歳～７４歳までの被保険者（長期入院等を除く。）を対象に、生活習慣病発症前の段階であるメタボリックシンドロ
ーム（内臓脂肪症候群）の予防として取組む事業である。具体的には次の手順で実施する。
・受診券を4月中旬頃に対象者に送付する。
・被保険者が委託契約医療機関の中から受診医療機関を選択し受診する。
・受診結果は医師会または医療機関から霧島市に届き被保険者に発送される。
・受診結果をもとに特定保健指導へとつなげる。

実施期間：5月～8月　　脱漏者実施期間：11月～12月　　受診料：無料

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ 40歳以上の国民健康保険加入者

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
いつでも安心して適切な医療を受けら
れる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成20年4月から「高齢者の医療の確保に関
する法律」により保険者である霧島市が実施す
ることになった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　受診券を4月中旬に対象者に送付し、5月～8月に被保険者が市内62
箇所の委託契約医療機関で受診した。また、脱漏者実施期間として11～
12月に追加で検診を行った。
　また、受診者に対しては受診結果を送付し、未受診者に対しては、訪
問指導や受診勧奨を行った。

初回受診券発送数：20,183通　追加発送数：916
特定健診受診者数：9,832人　未受診者訪問数：895

　未受診者に対する脱漏者の受診期間を設定することや、看護師による
訪問指導を行い、未受診理由等を分析することにより、受診率が年々向
上してきている。今後、更に受診率向上に努める必要がある。

平成２２年度受診率：42.9％
平成２３年度受診率：45.5％
平成２４年度受診率：46.7％
平成２５年度受診率：48.4％
平成２６年度受診率：48.6％
平成２７年度受診率：未確定



0208010100000003 特定健康診査事業【国保特会】
生活環境部

保険年金課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　健診の委託料は、医療機関受診に係るもので削減の余地はな
い。事務費的な部分の工夫で削減余地があると思われる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　封入、送付作業の委託も考えられるが、現状として勤務時間内
で作業を終了することが出来ている。費用対効果を見た場合、現
状維持のほうが良いと思われるため、削減余地はないと思われる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

特定健診の受診券発送時の案内通知を受診につながるよう興味をひくような内容にする。
未受診者対策としてすこやか保健センターと連携して未受診者の状況を把握し、受診につながるよう努める。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

すこやか保健センターと連携を強化し、現状を分析することで受診をしやすい環境づくり、未受診者対策の課題などを協議を行い
、改善に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0208010100000003 特定健康診査事業【国保特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 194 226 226

5 0 0

7 1,200 1,292 1,292

8 1,409 1,740 1,740

9 0 0

10 0 0

11 1,609 1,988 1,988

219 400 400

0 50 50

0 0

1,390 1,538 1,538

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 2,678 3,000 3,000

2,678 3,000 3,000

0 0

0 0

0 0

13 85,903 121,655 121,655

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

92,993 129,901 129,901

22,131 22,468 22,468

22,131 22,468 22,468

0 0

48,731 84,965 84,965

0 0 0

計 92,993 129,901 129,901

当初予算 109,422 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 特定健診・特定保健指導負担金 22,131

0 県支出金 特定健診・特定保健指導負担金 22,131

0 その他 一般会計繰入金 48,731

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 109,422 0

0

0

0

0

合　計 92,993

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0208010100000004 事務事業名 特定保健指導事業【国保特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

### 政策名 5 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 新鍋　一昭

### 施策名 1 医療体制の充実 グループ
### 基本事業名 3 保険制度の適切な運営 内線番号 1872

会計 国民健康保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 08 保健事業費 ■ H 20 年度～）

項 01 保健事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 保健衛生普及費 根拠法令・条例等 高齢者の医療の確保に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市国民健康保険特定健康診査等実施計画書

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

特定保健指導対象者 人 1,036 1,110 未確定 1,000 1,000

特定保健指導受診者 人 281 281 未確定 250 250

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

特定保健指導対象者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

特定保健指導を受けてもらう

健康意識を向上させる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 2,646 1,992 1,599 1,563 1,563

千円 2,646 1,992 1,599 1,563 1,563

千円 0 0 0 0 0

千円 3,389 5,757 4,286 5,117 5,117

千円 0 0 0 0 0

千円 8,681 9,741 7,484 8,243 8,243

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 8,681 9,741 7,484 8,243 8,243

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

国民健康保険G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　霧島市国民健康保険加入者の４０歳～７４歳までの被保険者（長期入院等を除く。）を対象に、生活習慣病発症前の段階であるメタボリックシンドロ
ーム（内臓脂肪症候群）の予防として取組む事業である。特定健康診査事業の診査結果により、生活習慣の改善が必要な方に対し、特定保健指導
を行い、生活習慣病のリスク要因の減少へとつなげる。

受診料：無料

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
いつでも安心して適切な医療を受けら
れる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成20年4月から「高齢者の医療の確保に関
する法律」により保険者である霧島市が実施す
ることになった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　特定健康診査受診の結果、特定保健指導対象となった方に対しては、
健診結果を郵送せず、すこやか保健センター、医療機関、エルグテクノ
等で受けとれる旨の通知を送付した。また、「血圧教室」や、エルグ・テク
ノでの保健指導を通して健康意識の向上を図った。

動機付け支援対象者：702
保健指導終了者：285　初回面接のみ：267
積極的支援対象者：185
保健指導終了者：57　初回面接のみ：56

　健診結果をすこやか保健センター等で受け取ることにより、最初の保健
指導を完了したこととなるよう方法を変更したため実施者数は増加してい
る。今後、さらに実施率向上に努める必要がある。

平成２２年度実施率：15.8％
平成２３年度実施率：8.2％
平成２４年度実施率：31.1％
平成２５年度実施率：39.0％
平成２６年度実施率：27.1％
平成２７年度実施率：未確定



0208010100000004 特定保健指導事業【国保特会】
生活環境部

保険年金課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　現予算内で啓発についてまだ工夫できる部分があると考えられ
るため削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　保健指導については、医療機関等の外部委託も実施しており、
削減の余地はないと思われる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

特定保健指導のうち、動機付け支援については終了まで電話や訪問を行い、終了率９０％を目指す。積極的支援については個
人の状況を把握し、個人の状況に寄り添うような支援を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

特定保健指導の利用が高まるようなインセンティブ（動機づけをするような刺激）を関係部署・協力機関と連携して実施していくよう
努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0208010100000004 特定保健指導事業【国保特会】
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 3,862 3,882 3,882

9 0 0

10 0 0

11 457 652 652

416 428 428

19 19 19

1 5 5

21 200 200

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 82 82

0 82 82

0 0

0 0

0 0

13 3,165 3,627 3,627

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

7,484 8,243 8,243

1,599 1,563 1,563

1,599 1,563 1,563

0 0

4,286 5,117 5,117

0 0 0

計 7,484 8,243 8,243

当初予算 9,741 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 特定健診・特定保健指導負担金 1,599

0 県支出金 特定健診・特定保健指導負担金 1,599

0 その他 一般会計繰入金 4,286

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 9,741 0

0

0

0

0

合　計 7,484

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010105010302 事務事業名 国民健康保険特別会計繰出金
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 新鍋　一昭

### 施策名 01 医療体制の充実 グループ 国民健康保険Ｇ

### 基本事業名 03 保険制度の適切な運営 内線番号 1871

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 33 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 社会福祉総務費 根拠法令・条例等 国民健康保険法

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

繰出金の額 千円 1,096,631 1,268,767 1,237,466 1,294,948 1,294,948

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

国民健康保険特別会計

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

事業の安定化

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 49,799 50,645 126,986 123,450 123,450

千円 401,826 397,216 447,624 432,456 432,456

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 645,006 687,545 662,856 739,042 739,042

千円 1,096,631 1,135,406 1,237,466 1,294,948 1,294,948

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,096,631 1,135,406 1,237,466 1,294,948 1,294,948

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市一般会計から国民健康保険特別会計へ繰出すための経費として、総務省自治財政局調整課からの通知「平成27年度の国民健康保険繰出
金について」等に基づき以下の内容で支出する。
・保険基盤安定繰出金（保険税軽減分）
・保険基盤安定繰出金（保険者支援分）
・職員給与等繰出金
・財政安定化支援事業繰出金
・事務費繰出金
・出産育児一時金等繰出金
・その他（保健事業等）繰出金

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
いつでも安心して適切な医療を受けら
れる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　国民健康保険特別会計が平成25年度決算に
おいて歳入が歳出に不足することとなり、平成26
年度会計から繰上充用金として支出した。平成
26年度及び平成27年度決算においても歳入が
歳出に不足するこことなっている。今後も財政的
に厳しい運営状況が予想される。
　また、平成30年度から県が財政運営の責任主
体となることが決定しており、より一層の財政安
定化が求められている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

自治省からの通知等に基づき国民健康保険特別会計へ繰出を行った。

・保険基盤安定繰出金（保険税軽減分）　512,176千円
・保険基盤安定繰出金（保険者支援分）   253,972千円
・職員給与等繰出金　　　　　　　　　 　       56,196千円
・財政安定化支援事業繰出金　　　　  　　242,434千円
・事務費繰出金　　　　　　　　　 　　　      　  42,989千円
・出産育児一時金等繰出金　　　　　　    　 32,940千円
・その他（保健事業等）繰出金　　　　  　  　96,759千円
合計　　　　　　　　　　　　　　　            　1,237,466千円

繰出を行い財政安定化を図ったものの、国民健康保険特別会計の赤字
は解消されていない状況である。今後、国民健康保険特別会計において
歳入の確保、歳出の削減等により事業の安定化を図り、いつでも安心し
て適切な医療を受けられるようにしなければならない。



0103010105010302 国民健康保険特別会計繰出金
生活環境部

保険年金課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
本事業は、繰出金の支出のみである。

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

自治省の通知等に基づき算定されるもので、市が負担しなければ
ならないものである。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

繰出金については、総務省自治財政局調整課からの通知「平成28年度の国民健康保険繰出金について」等に基づき支出する。
特定健診、保健指導の受診率の向上、レセプトの点検、被保険者に対する柔道整復師の施術の適正化等により保険給付費の伸
びの抑制、歳入の確保により事業の安定化を図っていく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

国民健康保険特別会計の決算状況等踏まえて適切に対応する。
特定健診、保健指導の受診率の向上、レセプトの点検等により保険給付費の伸びの抑制、歳入の確保により事業の安定化を図
っていく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010105010302 国民健康保険特別会計繰出金
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 1,237,466 1,294,948 1,294,948

1,237,466 1,294,948 1,294,948

126,986 123,450 123,450

447,624 432,456 432,456

0 0

0 0

662,856 739,042 739,042

計 1,237,466 1,294,948 1,294,948

当初予算 1,135,406 区分 名称 金額

補正予算 170,396 国庫支出金 国民健康保険医療助成費 126,986

170,396 県支出金 国民健康保険医療助成費 447,624

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,305,802 0

0

0

0

0

合　計 574,610

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010699999901 事務事業名 国民年金事務
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

### 政策名 7 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 新鍋　一昭

### 施策名 2 信頼される行政経営の推進 グループ 国民年金グループ

### 基本事業名 2 効果的で効率的な組織・機構・業務の構築 内線番号 1861

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 34 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 06 国民年金事務費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

資格取得届出等異動報告進達件数 件 7,979 8,000 7,495 8,000 7,500

免除申請進達件数 件 8,213 8,000 8,112 8,000 8,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 5,508 5,400 5,366 5,403 5,403

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 5 0 8 8

千円 5,508 5,405 5,366 5,411 5,411

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,508 5,405 5,366 5,411 5,411

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

国民年金法第3条第3項、国民年金法施行令第1条の2、国民年金法施行規則

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　国民年金は、すべての方に生涯にわたって基礎年金を支給するほか、病気や事故で障害が残ったときや、生計維持者が死亡したときの不測の事
態にも備える制度であり、20歳以上60歳未満で日本国内に住所のある方すべてが国民年金に加入する必要がある。
　第1号被保険者（厚生年金・共済年金に加入する人やその人が扶養する配偶者を除く、学生・自営業者・無職の人）が国民年金に加入する資格
取得届、住所・氏名変更等の届出、任意加入の申出、保険料の付加納付申出等を受付け、日本年金機構へ報告する。
　国民年金保険料の納付については、低所得者や失業等でが困難な方のための保険料免除制度、学生には学生納付特例制度があり、免除申請
が提出された場合これを受理して、日本年金機構へ申請書を送付する。
　国民年金加入者の年金手帳の再交付や納付書の再発行の依頼があった場合は日本年金機構へ送付を依頼する。
　そのほかに、受給権者からの給付に係る請求書・申請等を受理し審査のうえ日本年金機構へ送付する。
　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
20歳以上60歳未満の被保険者等から
の資格取得等届出及び申出、免除申
請

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
適正に処理し速やかに日本年金機構
へ報告・送付する

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
効果的、効率的な行政サービスを提供
できる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　保険料の免除申請について、平成26年4月か
ら、原則2年1ヶ月遡って申請できるようになった
。また、失業などの特例免除の対象期間も拡大
された。27年10月から3年間に限り「5年の後納
制度｣が開始、28年4月から特定付加保険料納
付制度が開始、28年7月から保険料免除につい
て若年者納付猶予が30歳未満から50歳未満に
拡大される予定。
　市民の意見として、制度への不安、少子化に
よる資源の減少による制度の長期継続の不安、
社会情勢による増加負担などが寄せられている
。
　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

資格取得届出等異動報告進達件数
　新規取得・申出770件、再取得・申出1,730件、種別変更532件、
　転入1,196件、他3,267件　計7,495件
免除申請進達件数(24～27年度分)
　申請免除6,921件、学生納付特例1,191件　計8,112件
広報誌掲載
　年金相談12回(毎月)、免除制度・口座振替納付・後納制度の案内等5
回
出前講座　3回

　第１号被保険者資格取得届出等を適切な応対で、適正に処理すること
ができた。
　納付の勧奨を行う一方、低所得者や失業のある方には免除申請制度
の案内・説明を行ったほか、免除申請受付開始のお知らせ等を広報誌に
掲載した結果、免除申請件数が増加した。
　また、社会保険労務士による年金相談や、出前講座の開催により国民
年金制度の周知が図られた。



0103010699999901 国民年金事務
生活環境部

保険年金課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

法定受託事務であり、事務費は国庫から交付金が交付されており
市の一般財源の削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員一人あたりの被保険者数は、本市が2,572.6人、鹿屋市が
2,725.3人、薩摩川内市が1,841.6人となっている。（被保険者数/
実質職員数）
障害年金の相談の増加もあり、窓口での手続き事務時の混雑を回
避するためにはこれ以上の人員削減はできない。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

被保険者の1号資格取得届等及び国民年金保険料の免除申請受付時において、日本年金機構（年金事務所）と協力・連携し、
被保険者に不利益が生じないよう、迅速かつ正確に応対する。
法改正による業務の増加、問合せ・相談の増加が予想されるため、臨時職員2名を雇用し効率的かつ丁寧な接客を行っていく。（
交付金対象）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

日本年金機構の情報流出により延期された個人番号利用開始（開始日未定）に伴い、資格取得届等異動報告書の電子媒体化
のためのｼｽﾃﾑ改修を行い事務の効率化を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010699999901 国民年金事務
担当部 生活環境部

担当課 保険年金課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 4,407 4,424 4,424

8 0 0

9 0 15 15

10 0 0

11 816 819 819

816 819 819

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 138 140 140

138 140 140

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 5 13 13

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

5,366 5,411 5,411

5,366 5,403 5,403

0 0

0 0

0 0

0 8 8

計 5,366 5,411 5,411

当初予算 5,405 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 国民年金事務費 5,366

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 5,405 0

0

0

0

0

合　計 5,366

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む


	H27 00-00-00-健康診査事業【後期高齢特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 00-00-00-訪問指導事業【後期高齢特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 00-00-00-特定健康診査事業【国保特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 00-00-00-特定保健指導事業【国保特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-01-03-国民健康保険特別会計繰出金
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 99-99-99-国民年金事務
	基本シート
	改善シート
	財務シート


